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大塚宗春先生には、学部の時からいつも温かく指導していただいてきた。先生と

出会わなければ、「会計研究の道」に進もうと決意していなかったであろう。この場

で本研究に関する何かしらの謝意を表するというよりも、大塚先生は全ての意味で

私の師であると感じている。 
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概要書 

2011 年度末のわが国の公債発行残高は、約 668 兆円(対 GDP 比 138％)と試算され

ている。フローベースで見ても、2009 年度以降は、一般会計税収を新規公債発行額

が上回る状況になっている。このような不健全な状況を脱するため、歳出の削減だ

けではなく、増税も視野に入れた財政再建の必要性も指摘されている。 

一方で、公務員の仕事は、しばしば「お役所仕事」と揶揄されたり、深夜の接待

タクシーや、公的年金記録の記載漏れなどを挙げて、公務員の非効率な仕事ぶりを

批判する論調も頻繁に見られる。そこで、増税の前にまず「無駄」を削減すること

が先であろうという議論も出てくる。ところが、大塚(2008)で指摘されるように、辞

書的な意味で「無駄」であるかどうかは人の価値観と密接に結びつく。このような

ことを踏まえると、市民と公務員の間に情報の非対称性が存在すると推察できる。

また、公務員は市民に便益を供給することを任務とするので、委託者を市民、受託

者を公務員と見立てたエイジェンシー関係がある。 

Milgrom and Roberts(1992)では、一般にこのような情報の非対称性があるとき、両

者の代理契約を締結するためには、モニタリングやインセンティブ条項など、プリ

ンシパルとエイジェントの利害衝突を緩和する「仕組み」が必要である旨が述べら

れている。企業会計を前提にしたとき、佐藤(2009)によると、会計の持つ契約支援機

能の目的は、業績(会計情報)を報酬(組織内の処遇)に結びつける業績評価ルール(シス

テム)を通じて、意思決定者の行動選択に影響を与えることであるとされる。つまり、

会計情報は上記の「仕組み」になりうると説明されている。 

公共部門を舞台にすると、例えば公会計が同様の役割を果たすと考えられる。こ

こで言う公会計とは、国や地方自治体の会計のことである。ところが、検証可能な

公会計情報を利用したとしても、公共部門では、民間の営利企業とは異なり「株主

価値の最大化」という一元的な目標を持たないなどを理由に、民間部門と同じ意味

では成果を適切に処遇に反映する業績評価システムを構築することは困難であろう

と考えられる。そこで、本研究は、この困難さから非効率性が生じうることを契約

理論を用いて検証する。一方で、一定の条件のもとでは、公共部門特有のガバナン

ス構造により、この非効率性は緩和されうることを解明しようとする。 

本研究は、上記の特徴を組み込むことで、Indjejikian and Nanda (1999) で用いられ

たモデルを発展させて議論を展開した。具体的には、市民をプリンシパル、公務員
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をエイジェント、二人の代議士を専門家とした、4 者 2 期間モデルにおいて、「プリ

ンシパルが支持する専門家が、第 2 期目に一定の確率で変更される」と設定するこ

とによって、起こり得る政権交代の性質、その際にエイジェントから引き出せる努

力水準、およびその時に実現するプリンシパルの期待効用の大きさを検討した。 

その結果、まず仮に専門家が一人しかおらず、当該専門家が特定の目標や部門に

偏った業績評価システムを作成することがある状況下において、プリンシパルが専

門家の行動をコントロールできなければ、プリンシパルの期待利得は、セカンドベ

スト解よりもさらに低いサードベスト解に均衡することがあることが明らかになっ

た(命題 1)。次に、そのような専門家が二人存在し、交代で業績評価システムの作成

権をもつ場合にも、その交代が確実であることがあらかじめわかっているときには、

プリンシパルの期待利得はサードベスト解に均衡することがある(命題 2)。しかも、

交代にはコストがかかるため、その交代が何ら期待利得の改善をもたらさないとき

には、プリンシパルにスイッチングに関するコストのみを支払わせる状況を生み出

すことがあることを示した(命題 3)。しかし、作成権の交代が不確実である時には、

エイジェントは、報酬が得られない可能性があったとしても、努力を投入すること

が明らかになった。また、業績給に対し一定の制約がある状況では、交代するか否

かが確実であるときよりも、プリンシパルの期待利得がファーストベスト解に近づ

くことを確認した(命題 4)。業績評価システムの作成者が交代することは、直観的に

は契約の非効率性を生じさせうる問題点としても指摘されることであるが、本研究

の仮定の下では、むしろその他の問題点から生じる非効率性を緩和する可能性もあ

ることが明らかになった。 

本研究のようなモデルを用いることで、営利企業以外の組織、特に中央政府や地

方自治体において公務員（行政担当者）と市民の間にインセンティブ契約が締結さ

れるときに、どのような問題が起こりうるのか、もしくはどのような特徴があるの

かを、理論的に考察することが可能になってくると期待できる。昨今、公会計制度

は次第に整備されつつある。それによって、より多くの検証可能な業績情報を入手

できるようになるかもしれない。しかし、本研究の結果は、公共部門においては、

それだけでは不十分であることを示している。さらに、公共部門の会計制度は、政

策として整備される側面も見受けられるため、本研究で仮定したような状況にも陥

りやすくなるかもしれない。かかる状況下では、業績給に対する制約条件と、政権
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交代に関する不確実性が、公務員の努力の動機付けに良い影響をもたらしうる。さ

らに、市民が得る期待利得も改善すると考えられる。 
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第 1 章 はじめに 

第 1 節 本研究の目的 

2011 年度末のわが国の公債発行残高は、約 668 兆円(対 GDP 比 138％)と試算され

ている1。フローベースで見ても、2009 年度以降は、一般会計税収を新規公債発行額

が上回る状況になっている2。このような不健全な状況を脱するため、歳出の削減だ

けではなく、増税も視野に入れた財政再建の必要性も指摘されている。 

一方で、公務員の仕事は、しばしば「お役所仕事」と揶揄される。深夜の接待タ

クシーや、公的年金記録の記載漏れなどを挙げて、公務員の非効率な仕事ぶりを批

判する論調も頻繁に見られる。そこで、増税の前にまず「無駄」を削減することが

先であろうという議論も出てくる3。その中で、公務員の仕事ぶりに対して給与が高

すぎるのではないかという意見や、年功序列が基本の給与体系ではなく、成果をあ

げた人を厚遇する制度があっても良いのではないかという意見が出てくることは想

像に難くない。 

民間の営利企業においては、企業会計が、かかる制度を機能させるために重要な

役割を果たす。たとえば、Sunder(1996)によると、経営者に自分の義務を果たさせる

ことは、経営者のインプット(寄与)を直接測定することが不可能であったとしても、

経営者の報酬、昇進、地位の保持を、経営者の寄与に関する情報および観察可能な

アウトプット・データ(成果)に結び付けられることでなされる。Sunder(1996)は、会

計システムが、これらのデータを生産するように設計されると説明する。 

本研究は、公共部門を舞台にして展開されるので、何らかのアウトプットデータ

を生産するシステムとして、公会計を想定する。ここで言う公会計とは、国や地方

自治体の会計のことである。ところが、信頼できる公会計情報を利用したとしても、

公共部門では、民間の営利企業とは異なり「株主価値の最大化」という一元的な目

標を持たないなどを理由に、民間部門と同じ意味では成果を適切に処遇に反映する

業績評価システムを構築することは困難であろうと考えられる。そこで、本研究は、

この困難さから非効率性が生じうることを契約理論を用いて検証する。一方で、一

                                                   
1
 財務省(2010a)を参照。 

2
 財務省(2010b) を参照。 

3
 ただし、井堀(2008)および大塚(2008)で指摘されるように、辞書的な意味で「無駄」である

かどうかは人の価値観と密接に結びつく。 
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定の条件のもとでは、公共部門特有のガバナンス構造により、この非効率性は緩和

されうることを解明しようとする。 

以下、本章の第 2 節では、契約理論に依拠した公会計研究の妥当性を、昨今の公

共経営および公会計制度改革の方向性から述べる。第 3 節では、成果を適切に反映

する検証可能な業績指標を作成することの重要性を述べる。第 4 節では公共部門で

インセンティブ契約を締結する際に、業績指標が検証可能であったとしても、障害

となると考えられている事項、および公共部門で想定される成果指標について言及

する。第 5 節は、本研究の目的および意義をまとめる。 

続く第 2 章では、本章での考察を踏まえ、Indjejikian and Nanda (1999) で用いられ

たダイナミック･エイジェンシーモデルを拡張した 4 者 2 期間モデルに基づき議論を

展開していく。第 3 章は、結論と今後の課題について述べる。 

 

第 2 節 契約理論に依拠した公会計研究の妥当性 

本研究は、契約理論(エイジェンシー理論)に依拠して行う。契約理論とは、「情報

の非対称性4が存在する状況において、最適なインセンティブを設計する問題を分析

する方法を開発する分野」[伊藤(2003), p3]であるとされる。この理論では、とくに

エイジェンシー関係が重要な概念となる。佐藤(2009)を参考にすると、エイジェンシ

ー関係とは、プリンシパル(委託者)がエイジェント(受託者)に意思決定権限を委譲し

て、プリンシパルの利益のために、何らかのサービスを行う契約を結ぶ時に生じる

関係である。しかし、いったん契約が締結され、プリンシパルがエイジェントの行

動を観察できないとすると、エイジェントにはそのことを利用して自分自身の利益

を優先させたいという誘因が生まれる。このために、プリンシパルが被るコストを

エイジェンシー・コストという。また、行動が観察できないことから、契約選択後

にエイジェントの誘因に負の変化が生じる現象をモラルハザードという。Milgrom 

and Roberts(1992)では、一般にこのような情報の非対称性があるとき、両者の代理契

約を締結するためには、モニタリングやインセンティブ条項など、プリンシパルと

エイジェントの利害衝突を緩和する「仕組み」が必要である旨が述べられている。

企業会計を前提にしたとき、佐藤(2009)によると、会計の持つ契約支援機能の目的は、

                                                   
4
 情報の非対称性とは、「組織成員が所有する情報量に格差があり、また、格差があるという

事実をたがいに承知している状況」[佐藤(1993), p66]をいう。 
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業績(会計情報)を報酬(組織内の処遇)に結びつける業績評価ルール(システム)を通じ

て、意思決定者の行動選択に影響を与えることであるとされる。つまり、会計情報

は上記の「仕組み」になりうると説明されている。 

公会計情報に関する役割を分析する際に、契約理論に依拠することの妥当性は、

基本的には新公共経営(New Public Management(NPM))の観点から説明できる。大住

(1997)によると、NPM とは、1980 年代以降に、英国などのアングロサクソン系諸国

における財政逼迫を契機として実践された行政運営手法とされる。この手法では、

公的部門の管理手法に民間企業の経営手法を可能な限り導入し、公的部門の効率

化・活性化を図ろうとした。鈴木・兼村(2010)によると、NPM は、理論的には、「エ

イジェンシー理論、組織間の取引費用の最小条件を求める取引コスト理論、あるい

はウェーバー官僚論を否定し官僚は利己的で関係する予算を極大化すると論じる部

局最大化理論、さらには、民主政治が赤字財政を生むとする公共選択論など新たな

制度派経済学をよりどころにまとめられたものである。」[鈴木・兼村(2010),p36]とさ

れる。これらの理論は、「公共部門の独占性や情報の不完全性あるいは権力的支配性

といった特殊性をできるだけ市場メカニズムに当てはめるように、行政内部や住民

との関係を契約関係とみなし官僚行動を特定したうえで非効率の問題を解決してい

く理論である」[鈴木・兼村(2010),p36]とされる。このように NPM は、例えば、公務

員は市民に便益を供給することを任務とするので、両者にはプリンシパルを市民、

エイジェントを公務員と見立てたエイジェンシー関係があるとみなしている。 

その後 NPM は、米国やスカンジナビア諸国などでも、アングロサクソン型とはや

や異なった形で実践された5が、「世界の公会計改革の多くは、NPM の影響を強く受

けて実現している」[金子(2010), p62]。このような理論的背景のもと、NPM が広く実

践されていることを踏まえると、公共サービスの提供者と受益者の相互作用を複数

人モデルで解明していくことは妥当であろう。NPM の実践過程で起こりうる問題点

や現象を同じフレームワークで説明可能になるからである。例えば、公務員の仕事

が、しばしば「お役所仕事」と揶揄されるのは、市民と公務員の間に情報の非対称

性が存在することを示す一つの例であろうと推察できる6。 

                                                   
5
 かかる指摘は、大住(1997)、大住(1998)、亀井(2009)および金子(2010)など複数の文献でま

とめられている。 
6
 市民は、「お役所仕事」が真実であることを立証できない。もっとも、真実でないのであれ

ば、公務員は期待通りに働いているにもかかわらず、市民がそのことを正しく評価できてい
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ただし、金子(2010)は、公会計目的の設定いかんによって、出来上がる会計制度は

異なるものになることも指摘している。金子(2010)は、特に、わが国においては、公

的部門の運営の効率化のみならず、国民の負担と選択により政策や事業の持続可能

性を高めることも求められるので、国民に対する会計情報の開示制度についても配

慮しなければならないと指摘している。そこで、財務報告の目的の観点からも検討

してみよう。 

かかる指摘について、日本公認会計士協会(2003a)では、財務報告によって「エイ

ジェント(内閣や自治体職員)には、プリンシパル(国民)の利益に反しないよう意思決

定すべき受託者としての義務や責任が発生するという構造とメカニズム」[日本公認

会計士協会(2003a),p25]を確立し、「国政担当者に対する規律付け」[日本公認会計士

協会(2003a),p25]を行うことを目指すと述べている。これは、財務報告の導入が、モ

ラルハザードをコントロールするための手段として位置づけられていることに他な

らない。また、山田(2005)、山本(2010)では、モラルハザードのコントロールとして、

モニタリングとしての財務報告だけではなく、この情報を公務員の処遇と結びつけ

るインセンティブ契約を締結するために利用することを主張している。 

したがって、公会計情報の役割を考えるにあたり、財務報告の目的の観点からも

契約理論のフレームワークを用いることが考えられる。さらに、これを利用したイ

ンセンティブ契約も検討しなければならないことがわかる。 

 

第 3 節 検証可能な業績情報の価値 

一般的に、エイジェントがプリンシパルのために行う努力を、プリンシパルが、

観察できる場合は、投入された努力量に報いる報酬契約を結ぶことができると考え

られる。しかし、努力を観察できない場合には、業績情報などの代理変数が必要と

なる。かかる変数を利用して契約を結ぶためには、当該変数が、当事者同士のみな

らず、裁判所などの第三者も、適切な証拠に基づいて検証できることが必要となる。  

「業績に忚じて報酬をどのように決定するかは、本質的には成果配分の問題であ

り、それを取り決める段階では、将来の業績は不確実であるから、成果配分は業績

に関わるリスクをどのように分担するかという問題と表裏の関係にある」[佐藤・齋

                                                                                                                                                          

ないことになる。 
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藤(2006),p245]。したがって、本節では、佐藤・齊藤(2006)で説明される7、検証可能

な業績情報がリスク分担に果たす役割を述べる。 

 

3.1. モデルの設定 

経営者をプリンシパル、管理者をエイジェントとして、両者がチームを組んで事

業を行うと考える。両者は、異なる利得(  ,   )が等しい確率(0.5)で、生じる事業に

携わるとする。  >  であり、簡単化のため、        円、    円であるとする。

経営者は収入として利得   (j∈{H,L})
8を得る。そして、管理者に報酬  を支払った残

余、      が経営者の取り分となる。経営者の効用関数を   ・ 、管理者の効用関数

を   ・ として、それぞれの効用を、負の指数関数9
 

                                                    (1.1) 

で表す。  は経営者の絶対的リスク回避係数10、  は管理者の絶対的リスク回避係数

であり、  ＝      、  ＝      とする。その逆数がリスク許容度11であるが、経営

者のリスク許容度を  、管理者リスク許容度を  とする。この値は、それぞれ

  ＝      、  ＝     となる。ここで、経営者にとって最適な報酬契約  は、次式に

よって求められる。 

    
  

                              (1.2) 

                       (1.3) 

θ は留保効用12である。EU
P は経営者の期待効用を表す。経営者は、目的関数(1.2)式

を最大化させようとするが、管理者とチームを組むには、制約条件(1.3)式を満足し

なければならない。(1.3)式を個人的合理性(IR)条件(ないし参加条件)という。これが

不等式（＞）で成立する場合には、報酬の引き下げ余地があるということになるか

ら、(1.3)式は常に等式で成立する。例えば(1.3)を等式で満足する最低(留保)賃金 を

                                                   
7
 佐藤・齋藤(2006)pp.245-253 を参照されたい。 

8
 j∈{H,L}は、H および L が集合 j に含まれることを意味する。 

9
 リスク回避的な効用関数を表すことができる。負の指数関数は、定義域に制限がない。  

10
 意思決定者がリスクを嫌悪する程度をいう。値が大きいほどリスクを回避しようとする姿

勢が大きい。ゼロであるとリスク中立である。  
11

 絶対的リスク回避係数の逆数である。リスク中立であると、値は無限大になる。  
12

 管理者が他の雇用機会を求める時に得られると期待される効用水準を表す。  
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     円とすると、        である13。 

 

3.2 検証可能な利得情報を使用するとき 

(1.2)、(1.3)式の条件付最大化問題は、下のラグランジュ関数 L を最大にする、  を

求めることによって最適解が得られる。 

                                                      (1.4) 

λ は、ラグランジュ定数である。λ 以下の{  }内がゼロになるとき、λ＞0 が成立す

るという性質を持つ(これをスラックの相補性という)。(1.4)式を  で微分し、一階条

件を整理すると、 

                     ＝ 
  
  

 (1.5) 

となるから、両辺自然対数をとり、zj について整理すると、 

    
  

     
   

 

     
・   

   

  
 (1.6) 

であるので、 

    
  

     
   

    

     
・   

   

  
  (1.7) 

         
  

     
   

    

     
・   

   

  
 (1.8) 

以上のように、(1.7)式から、最適な報酬契約  を導くことが出来る。右辺第一項は、

利得 xj をリスク許容度の相対比に忚じて配分すべきであることを含意している14。す

なわち、いずれの利得が実現するかは、契約段階では不確実であるため、リスクの

負担能力に忚じてこれを分担するのが合理的であろうと結論付けられる。また、報

酬が業績に比例して支払われるわけであるから、報酬関数の第一項は歩合給とみな

すことが出来る。 

次に、第二項を見ると、(1.7)と(1.8)式の間の違いは符号だけであり、不確実要因

                                                   
13

  

 θ＝－exp(－0.0002×2,000)＝－exp(－0.4)＝－0.670 (f.1) 

 
14

 「報酬契約が成果に対して線形になるのは、指数効用関数の特性」[佐藤(1993), p.19] とさ

れる。 
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である xj が含まれていないので、どちらかが他方に一定額を支払うことを要求して

いる。「かかる金銭授受を、サイドペイメントという」[佐藤 (1993), p.19]。サイドペ

イメントの金額と符号は、リスク許容度 c と、定数 λ によって決まることがわかる。

λcP / cA≧1 であれば、ln(λcP / cA)≧0 であるから、経営者から管理者への支払いであ

り15、λcP / cA＜1 であれば、ln(λcP / cA)＜0 であるので、管理者からの支払いとなる16。  

設定した数値に基づいて、結果を確認しよう。固定給部分を K とおいて、K につ

いて解くと、K=723 となる17。 

成果配分の結果をまとめると、次のようになる。 

図表 1.1 検証可能な利得情報のもとでの成果配分 

               期待値 標準偏差 

   3,723 723 2,223 1,500 

      5,277 －723 2,277 3,000 

出所 佐藤・齋藤(2006), p.248 

 

上記の表からわかるように、経営者が管理者の 2 倍のリスクを負っている。また、  と

     の値から、両者の期待効用を導くと、EU
A＝－0.670、EU

P＝－0.832 である。管

理者の期待効用は、留保効用と等しいことが確認されよう。また、管理者の確実性

等価を CE
A、経営者の確実性等価を CE

P とすると、CE
A＝2,000、CE

P＝1,833 となる。 

 

3.3 業績情報が検証不能であるとき 

 では、検証可能な業績情報を利用できない場合には、どのような契約が結ばれる

であろうか。仮に、利得(  ,   )を、それぞれ業績情報(  ,   )に変換するシステムが

あったとする。今回のケースでは利得を最初に受け取るのは経営者であるから、経

営者が  の利得を得れば、管理者に  という業績情報を伝えなければならない。仮

に、このシステムがうまく機能していなければ、経営者が  の利得を得たにもかか

                                                   
15

 基本給もしくは固定給と解される。 
16

 エントリーフィーやロイヤリティに相当する。  
17

  

                
 

 
                     

 

 
       ＝        (f.2) 
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わらず、  という情報を伝達しても、管理者はそれが誤っていることを立証できな

い。経営者は、  と伝えたほうが自己の取り分は大きくなるから、管理者に伝えら

れる情報は、  のみになる。したがって、管理者の報酬は、固定額に帰着する。そ

の際には、経営者にとっては、留保賃金に相当する固定給を支払うことが最適であ

る。その他の設定は、3.1 と同様である。 

 

図表 1.2 管理者が固定給を受け取る成果配分 

               期待値 標準偏差 

   2,000 2,000 2,000 0 

      7,000 －2,000 2,500 4,500 

出所 佐藤・齋藤(2006), p.251 

 

両者の期待効用は、EU
A＝－0.670、EU

P＝－0.859、確実性等価は、CE
A＝2,000、CE

P

＝1,520 となる。     の期待値は上昇しているにも関わらず、期待効用が下がって

いるのは、経営者がすべてのリスクを負担しなければならないからである。明らか

にこれは、パレート最適解ではない。 

 逆に、利得を、受け取る権限を管理者に委譲した場合を考えよう。(1.2)、(1.3)式

の     および  を入れ替えて計算すればよい。検証可能な業績情報に変換されるシ

ステムを持つ際には、成果配分には影響を与えない。しかし、かかるシステムを持

たない際には、経営者が固定ロイヤリティを受け取る立場になる。結果をまとめた

のが下表である。 

 

 図表 1.3 経営者が固定ロイヤリティを受け取る成果配分  

               期待値 標準偏差 

   8,301 －699 3,801 4500 

      699 699 699 0 

出所 佐藤・齋藤(2006), p.252 

 

両者の期待効用は、EU
A＝－0.670、EU

P＝－0.932、確実性等価は、CE
A＝2,000、CE

P

＝699 となる。「この契約では、リスク許容度の低い管理者がすべてのリスクを負担
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し、リスク許容度の高い経営者が一切負担しないという不合理な成果配分が行われ

る」[佐藤・齊藤(2006),p252]。そのため、管理者の留保効用を満足するために、管理

者へ配分する金額をかなり増やさなければならない。そこで、経営者の期待効用は

大きく減尐する。 

 したがって今回のケースでは、検証可能な業績情報が存在する場合には、成果配

分を管理者(エイジェント)に委譲できるが、そうでない場合には、成果配分は経営者

(プリンシパル)が留保し、管理者に固定給を支払う契約を結ぶべきであるということ

になる18。 

 

第 4 節 公共部門における業績指標 

4.1. 公共部門特有の論点 

前節では、成果を報酬に結びつける契約には、検証可能な業績情報が必要である

ことを確認した。会計は、そのための情報を提供する仕組みとなりうる。佐藤(2009)

では、営利企業については、Demski and Feltham(1978)を嚆矢として、北米を中心に

会計の契約支援機能に着目した、多くの研究成果が挙げられてきたと述べている。 

しかし、営利企業以外の組織に関する、会計の契約支援機能に着目した研究は、

筆者の知る限りほとんど見られない19。例えば公会計について見ると、その理由の一

つとして、企業会計で用いられてきたモデルや、想定されている仮定をそのまま使

用し、この問題を考えていくことは困難であることが挙げられるかもしれない。こ

こでは、業績情報自体が検証可能であったとしても、公共部門においては特有の困

難さが存在することを指摘する。具体的には、「民間の営利部門と公共部門の間の、

業績を評価するシステムの違い、およびガバナンス構造の違いから」[Tirole(1994),p3]、

公務員のインセンティブ契約が困難になる要因がある20。 

 

 

 

                                                   
18

 プリンシパルを株主、エイジェントを経営者と考える場合、もしくはプリンシパルを市民、

エイジェントを公務員と考える場合も同様である。  
19

 Dixit(1998)などは数尐ない例の一つであるが、これは会計研究の視点からなされたもので

はない。 
20 Tirole(1994)の訳は、水野(2000)を参考にした。 
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A. 業績を評価するシステムに関する困難さ 

a. 政府の目標の複数性 

民間の営利企業の目標は、「株主価値の最大化」である21。複数の業績指標が

必要になるとしても、最終的には株主価値に正の影響を与えているか否かが、

評価の判断材料となる。しかし、政府の目標は一般に複数存在し、しばしばそ

れらはトレードオフの関係にある。例えば、富の再分配を促進する社会保障と、

資源配分の効率性を高めることや経済成長を目指す政策の間には、トレードオ

フが存在することが尐なくない。しかも、強い動機付けを持たせるために、こ

れらの目標にウェイト付けを行うなどしてバランスをとろうとしても、かかる

ウェイト付の判断として「何が合理的で、何がそうでないかを決めることが困

難である」[Tirole(1994), p4]。 

 

b. 比較可能性の欠如 

多くの政府機関は、各々の事業領域において独占的な立場にある。したがっ

て、一般的には上位の管理者になるほど業績を比較することが困難になる。た

だし、政府機関の上位の管理者であっても、例えば国外の似たような組織と比

較することで、ヤードスティック競争22や相対業績評価が可能になる。 

 

  B. ガバナンス構造に関する困難さ 

a. 目標の時点間の不均一性 

民間の営利企業においても、時点間での株主の利害対立は発生するが、その

対立は、株主価値の最大化という単一の目標について生じる。しかし、公共部

門においては、政権の交代などの民主主義的プロセスによって、目標そのもの

が時点間で異なる場合がある。 

 

 

                                                   
21

 財務管理論の分野では、一般的に、「企業の目的は、株主の富の最大化である」[大塚・佐

藤(2009), p12]とされている。これは、諸井(1979)でも指摘されるような伝統的な考え方であ

り、かつ斎藤(2010)で言及されるように、財務諸表が株主にとっての投資価値を写し出して

いるという面もあることから、本研究ではこのような立場をとる。  
22

 間接比較競争ともいう。 
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b. 公共部門の分業体制 

公共部門は、尐なくとも 4 つの意味で分業体制を余儀なくされる。第一に現

時点の政府と将来の政府の分業、第二に省庁間の分業、第三に中央政府と地方

政府の分業、そして第四に民間委託と公共事業の分業である。それらの調整や

動機づけに追加的な費用がかかる。 

 

 以上を踏まえ、次項では、近年の公共部門では具体的にどのような業績指標およ

び、それを評価するシステムが提案されているのかを具体的に検討する。 

 

4.2. 公共部門における業績指標 

成果を処遇に結び付けていくに当たり、公共部門においては具体的にどのような

業績指標が考えられるのであろうか。 

まず、鈴木・兼村(2010)によると、「公共経営論でいう業績の評価基準は、経済性

(Economy)、効率性(Efficiency)、有効性(Effectiveness)の 3 つの E で説明される。経済

性とは、産出(Output)を一定として投入(Input)の最小化を図ることであり、効率性と

は、投入を一定として産出の最大化を図ることである。有効性とは、産出を通じた

成果(Outcome)の達成である。」[鈴木・兼村(2010),p40]とされる23。 

この 3 つの E をどのように算定するかが問題になるが、金子は(2010)は次のような

指摘をしている。それは、「民間部門の取引は、活動の入口、出口の取引とも交換取

引であり、その活動の成果としての獲得した価値は、入口出口の取引価額の差額と

して計算ができる。一方、公的部門の取引では、活動の入口の取引価額は把握でき

ても、出口の取引は非交換取引となるため取引価額が不明であり、会計情報の差額

計算からは活動から生み出した価値を測定することができないという大きな差異が

ある。」[金子(2010)p.87]という主張である。つまり、実際には産出や成果を把握する

ことが困難である。そこで、金子(2010)によると、活動からの付加価値を管理するた

めには、コスト情報を相対的に比較することで執行の優务を発見し、より高い価値

創造を目指して執行の改善に取り組んでいくという、コスト情報に着目する運営管

理が見出されるという。そのために、金子(2010)では、コスト情報の把握のために、

                                                   
23

 大塚(2006)によると、会計検査院の検査も正確性、合規性を前提とした上で、3E 検査を行

っている。したがって、当該評価基準は、第三者によるチェックを受けていることになる。 
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企業会計的な発生主義による計算手法が取り入れられることが必要とされると述べ

る24。 

一方で、擬似的に産出や成果を測定する方法として、井堀(2005)は、次の 2 つを提

案している。第一に、地方分権への動きである。すなわち、「高コスト＝高サービス

の地方政府と、低コスト＝低サービスの地方政府がお互いに競争し合って、住民の

選択にゆだねるシステムが確立されれば、それぞれの選好に忚じた住民のすみわけ

がなされる」[井堀(2005),p23]。したがって、住民の移動状況から、成果を測定する

ことが可能になる。第二に、「何らかの形で便益の推計を行うこと」[井堀(2005),p23]

を提案している。より具体的には、トラベルコスト法(TCM)
25、ヘドニック・アプロ

ーチ26および仮想的市場評価法27が挙げられる。 

このようにして、投入コストと、産出、もしくは成果を疑似的に結び付けること

は可能である。とはいえ、鈴木・兼村(2010)によると、3 つの E のうち、どの E が優

先されるかは、事業によって異なる。また、鈴木・兼村(2010)は、市民のニーズに合

っていなければ、どんなに経済性や効率性が高くても、有効性は低いと見なされる

と説明する。このことは、前項で述べた A.a の指摘とも関連する。仮に、市民のニ

ーズを汲みとることが政治家の役割であると解すると、どのような測定方法および

業績指標があろうとも、公共部門における業績評価システムは、政策上の価値判断

に依存しうるということが、ここでの結論になる。 

 

第 5 節 小括 

 本章では、第 1 節で、本研究の目的を述べた。すなわち、公共部門特有の困難さ

からインセンティブ契約を締結する際に非効率性が生じうることを契約理論を用い

て検証する。しかし、一定の条件のもとでは、公共部門特有のガバナンス構造によ

                                                   
24

 同様の主張は数多く存在する。 
25

 TCM では、「特定の場所から受ける便益を、その場所を訪問するための旅行費用によって

評価する。」[井堀(2005), p17]公園や図書館などの公共施設の利用について便益の推定が可能

になる。 
26

 「公共事業の便益が関連する他の財の価格を左右すると考えて、計画を実施する前と実施

後の価格の変化から、公共事業の便益を推定するものである」[井堀(2005)、p.17]代表的な具

体例としては、公共事業に使用される土地の地価を挙げられる。  
27

 「住民に対してインタビューをして、事業の内容、効果について説明した上で、『その事

業に対する便益と引き換えに、いくらまでなら支払えるか(最大支払意思額)』を答えてもら

い、この回答結果をもとに社会全体の公共支出便益を推定する」[井堀(2005), p.17]方法であ

る。 
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り、この非効率性は緩和されうることを解明しようとするということである。第 2

節では、契約理論によるアプローチの妥当性に言及した。これは、基本的には NPM

の観点から説明可能である。ただし、NPM は、その発展に伴いその性質を変化させ

ているきらいがある。そこで、金子(2010)は、財務報告の目的の観点から公的部門の

会計制度の方向性を検討する必要性を指摘している。この節では契約理論によるア

プローチは、そのような指摘からも妥当性が認められることを述べた。 

 第 3 節では、インセンティブ契約を締結する際に、検証可能な業績情報が必要で

あること、第 4 節では、公共部門特有の困難さが存在すること、そして公共部門で

具体的に考えられうる業績指標とその限界について言及した。 

 第 2 章では、特に本章第 4 節の指摘を踏まえ、モデルを用いて更なる検討を行う。 
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第 2 章 公務員のインセンティブ契約 

第 1 節 はじめに 

本章では、市民をプリンシパル、公務員をエイジェント、2 人の代議士を専門家と

した、4 者 2 期間モデルにおいて、「プリンシパルが支持する専門家が、第 2 期目に

一定の確率で変更される」と設定することによって、起こり得る政権交代の性質、

その際にエイジェントから引き出せる努力水準、およびその時に実現するプリンシ

パルの期待効用の大きさを検討する。 

Tirole(1994)では、私企業と公共財を生み出す組織の違いから、適切なインセンテ

ィブ契約を考えることが困難になることを指摘していた。それは、第一に政府の目

標の複数性、第二に比較可能性の欠如、第三に目標の時点間の不均一性、そして第

四に公共部門の分業体制である。 

本章は、特に第一と第三の特徴に着目した。Tirole(1994)でも指摘されるように、

第二の特徴は、解消できる余地がある。また、第一の特徴があることから、第四の

特徴が生じることを余儀なくされるとも解釈できる。したがって、ここでは第一と

第三の特徴に着目する。 

さて、政府の目標が複数存在することは、プリンシパル(市民)の目標が多種多様で

あることに起因すると考えられる28。このことは、鈴木・兼村(2010)の指摘する、3

つの E のどれを重視するかという問題にもつながる。しかし、プリンシパルはそれ

らを調整し、エイジェント(公務員)の業績を評価するシステムを作成する能力、およ

びモニタリングする能力をもたない。そこで、そのための制度、典型的には代議士(も

しくは議会)が必要となる29。したがって本章では、業績評価システムを作成する専

門家(代議士)を導入した場合を考える。そして、専門家の作成したシステムに基づき

                                                   
28

 交通事故を例にすると、ある者は、公務員は様々な活動を通じて交通事故の削減に努める

ことが社会の便益になると考えるかも知れない。しかし別の者は、一定数の交通事故が起こ

ることは仕方がないものとして、その後の心身のケアや事後処理の迅速化が社会の便益にな

ると考えるかも知れない。本章では、様々な考え方があること自体を重視しており、「社会

の便益」とは何か、については不問とする。 
29

 議会制民主主義がとられる理由は「自ら国政を審議し、決定する時間的余裕もないし、そ

のための政治的素養・能力を全ての国民が持っているかどうかも疑問である。」 [朝野(2003), 

p.2]からであるとされている。本章で市民の能力を限定していることは、このことを根拠と

している。 
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30、貨幣的価値で換算可能なプリンシパルの期待利得(または便益)を最大化する問題

が解かれると仮定する。 

また、重視する目標の不安定性は、複数の政党が交代で政権を担当するとき、よ

り市民の効用を高めると考えられる政策の作成方針が、政党によって異なることか

ら生じると考えられる。したがって、複数の専門家が存在する状況を考える。 

本章では、まず、第一の特徴を考慮し、プリンシパル、エイジェント、専門家が

一人ずつの三者モデルを考える。次に、第一の特徴が存在する下での第三の特徴の

影響を検討するために、一人のプリンシパル、一人のエイジェント、二人の専門家

のモデルを考える。以上を、Indjejikian and Nanda (1999) で用いられたダイナミック･

エイジェンシーモデルに組み込み議論していく。 

 

第 2 節 基本モデル 

ここでは二期間の LEN モデルを使用する。すなわち、報酬契約は線形で、効用関

数は負の指数関数、そして誤差項は正規分布である。 

エイジェントは連続した二期間 t∈{1,2}、組織で働くことを期待される。各期間に

おいてエイジェントは異なる 2 つの目標(i)を達成するための努力 eti, (i∈{1,2})を投

入する。このうち et1 は t 期に投入すると、t 期中にその成果が発現する努力である。

そして et2 は t 期に投入すると、t 期だけではなく、t＋1 期にもその効果が持続する努

力である31。 

プリンシパルはリスク中立であり、組織の便益関数 Xt は、次のように与えられる

32。 

   ＝              (2.1) 

   ＝                     (2.2) 

ここで m11, m12, m21, m22 は、外生的に与えられる、プリンシパルの限界効用(m)で

                                                   
30

 プリンシパルが自ら専門家を選んでいるため、プリンシパルは、専門家がプリンシパルの

効用を無視しないと期待していると仮定する。したがって、専門家が作成したシステムをそ

のまま受け入れると考えることができる。 
31

 例えば、前者は日常の事務処理やコスト削減を努力した期のみに発現する努力、住民から

の信頼を高めたり、犯罪を減らすために青色発光の街灯を導入したりなど努力した翌期にも

効果が持続する努力と想定される。このような意味でマルチタスクの契約問題を議論したも

のとして、Hemmer(1996)や Sliwka(2002)が挙げられる。 
32

 Sliwka(2002)を参考にしている。  
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ある33。次に 2 つの目標に関するエイジェントの努力のコストは、          
     

  で

与えられる。各目標は相互に関連性がないことを想定している。二期間で時間価値

は考慮せず、貯蓄や借入も行われない。 

二期間で考える意義は、「二期目の報酬契約決定方法において、二つのアプローチ

を論議できることにある。一つは、二期間全体を長期契約として、ゼロ時点で確定

して、その後の修正が行われないと考えるアプローチである。もう一つは、第一期

末の業績情報に基づき、第二期契約に必要な修正が施されたうえで締結すると考え

るアプローチである。」[佐藤(2009), p.93]。前者を「コミットメント」、後者を「ノン

コミットメント」と呼ぶこととする。ただし、本章ではコミットメント契約のみを

扱う34。 

 

2.1. 最適な長期契約 

まずはベンチマークとして、プリンシパルが努力 eti を観察でき、それに基づいて

コミットメントできる契約を考える。このときは、努力の不効用と留保賃金を支払

えば良いので、プリンシパルが受け取る、報酬支払後の期待残余(以下、これを期待

利得と呼ぶ)V は、 

                 －        (2.3) 

である。   は、エイジェントが要求する留保賃金である。これを最大にする行動、   
 が

最適になる。右肩の*は、ファーストベストであることを表す。V の eti について一階

条件を整理すると、   
          

              
          

     になる。これ

らを(2.3)式に代入すると、ファーストベスト解 V
*は次式になる。 

   ＝      
     

        
               

 －        (2.4) 

 

2.2. セカンドベスト解 

プリンシパルが努力 eti を観察できない場合、インセンティブ問題が生じる。そこ

で、業績を評価するシステムを作成する能力のないプリンシパルは、外部の専門家

                                                   
33

 e12 および e22 は、効果の持続性を強調するために、努力を投入した初年度には同じ生産性

であることを仮定している。 
34 二期間で業績評価システムが変化するということに焦点をあてているという意味では、差

し支えないと考えられる。  



23 

 

にこの作成を委譲し、業績評価システムを作成してもらう。かかるシステムに基づ

いて得られる期待利得は、努力が観察可能であった、2.1 節の結果とは異なってくる。

そこで、2.2 節では、特定の業績評価システムから出力される、業績尺度の精度およ

び目標整合性の観点から、得られた期待利得の性質を吟味する。 

そこで、本節以降では、追加的に次のような仮定を設定しておく。プリンシパル

は、専門家の業績を評価するシステムも作成できないと考えられるので、一期あた

り d の固定報酬を支払うと仮定する。専門家はリスク中立であり、報酬を支払えば、

必ず何らかの業績評価システムを作成する。また、エイジェントと専門家が結託す

ることはなく、業績評価システムは、一期間内に作成され、実施されるとする。 

当事者が二期間の契約にコミットできることは、プリンシパルがゼロ時点ですべ

ての固定給と、インセンティブ係数を決定し、エイジェントはそれに合意すれば、

第二期も組織に拘束されることを意味する。そして、コミットメント契約において

は、4 つの努力(e11,e12,e21,e22)は同時に決定される。 

 

2.2.1. 目標整合的な業績尺度に基づくとき 

最初に、次のような設定を考えていこう。まず、専門家は、業績評価システム ηg

を作成する。プリンシパルは、そこからアウトプットされる、業績尺度 ytg に基づき

インセンティブ契約を締結する。t 期の努力は次式によって、業績尺度 ytg に変換さ

れると見なせる35。業績尺度 ytg は、(2.5)および(2.6)式のように 2 期間で異なる。 

  
  
                        (2.5) 

  
  
＝                         (2.6) 

上式からわかるように ytg は、プリンシパルが想定している便益関数 Xt に基づいて

いる。ここで、エイジェントの努力が業績尺度に及ぼす影響とプリンシパルの便益

                                                   
35 本研究では、一つの業績評価システムから、一つの業績尺度がアウトプットされることを

想定している。しかし、これでは問題が生じることがある。例えば、市役所の窓口担当の公

務員が提供する行政サービスについて考えよう。住所の変更などに対忚する場合にはなるべ

く迅速に、時間あたりに多くの市民に対忚した方が、サービスを提供するコストは下がるし

市民の便益も高まるであろう。一方で、年金関連の窓口においては、ある程度ゆっくりと時

間的、金銭的コストをかけて対忚した方が市民の便益は高まるかもしれないからである。し

かし、実務的には、例えば窓口や担当する業務ごとに細分化した業績尺度を用いるのではな

く、何らかの方法でバランスをとり、単一の業績尺度で報酬契約を締結することも多いとも

考えられるため、本研究では単一の業績尺度のみがアウトプットされることを考える。  
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関数に与える影響が一致している。この意味で、当該業績尺度は、プリンシパルの

目標と整合性があり、「目標整合的な業績尺度」であると言える。しかし、直接的に

努力を観察できるわけではないので、その測定は完全なものではなく、努力から独

立したノイズ   が含まれる。   は、平均をゼロ、分散   
 とする正規分布に従う確率

変数である。また、このノイズの大きさ(   
 )の逆数が、当該業績尺度の正確性の程

度を表していると解釈できるため、これを「業績尺度の精度」とする。 t 期の報酬

        も専門家によって提示されると考え、(2.7)式の線形関数と仮定する。 

              
  
 
  

 (2.7) 

   と   は、それぞれ固定給部分とインセンティブ係数である。 

では、最適化問題を考えて行こう。ただし議論の簡便化のために、業績パラメー

タを m11= m21 = m1, m12 = m22 = m2 と各期間で等しいと仮定する。エイジェントの最

適化問題は(2.8)式で与えられる。CE
A はエイジェントの確実性等価を表し、r は絶対

的リスク回避係数である。また、                       は、リスクプレミアムであ

る。 

    
               

                           －     －                        (2.8) 

                    ＝   
    

                     
    

  (2.9) 

 (2.8)式を eti (t,i=1,2)で微分して、一階条件を整理すると、   
  
  

  
       

  
        

 
  
      

  

    
  
      

  
  

  
    を得る。努力 e12 は 2 期間に渡って影響を及ぼすので、

このことを念頭において努力投入がなされていることがわかる。これらが努力の動

機づけ条件、ないし IC(誘因両立)条件となる。右肩の Cg は、コミットメントできる

時の目標整合的な業績尺度に基づいていることを表す。参加条件、ないし IR(個人合

理性)条件は CE
A≧       であるが、これは等式で成立する。ゆえに、二期間の報酬

の期待値は、次式になる。 

 

                         

       
  
    

  
        

  
    

  
 

                   
  
    

  
    

  
    

  
             

  
    

  
    

  
    

  
      

     

(2.10) 

さらに、プリンシパルの二期間の期待利得を  とすると、これを最大化する問題は



25 

 

(2.11)式になる。 

 

   
       

           
  
    

  
    

  
    

  
        

  
    

  
    

  
    

  
         

  
    

  
 

       
  
    

  
 －        

    
                     

    
          

    

(2.11) 

  は   と   の相関係数である。  ≠0 であることは、二期間の業績に影響を与える、

何らかの共通要因が存在することを示す。(2.11)を   で微分し、一階条件を整理する

と、 

    ＝
  
    

                     

  
    

      
  (2.12) 

    ＝
  
    

                     

  
     

      
  (2.13) 

           が含まれているので、これを解くと、   の明示解を得る。 

     
  

     
   

    
      

    
      

               
     

  

  
     

   
    

      
     

      
      

      
              

    
    

  (2.14) 

これらを(2.11)に代入していくと、目標整合的な業績尺度を使用したときの期待利

得  を求めることができる。 

ここで、エイジェントがリスク中立(r=0)であるか、     (精度が∞)であるとする

と、     ,                     ＝ であるため、d=0, m11= m21 = m1, m12 = m22 = m2

であるときに、     が成り立つ36。したがって、専門家の報酬を無視すれば、フ

ァーストベスト解と  との差異は業績尺度の精度に関わるものであることがわかる。 

 

2.2.2. 業績尺度の目標整合性が保証されないとき37 

2.2.1 節では、評価に使用される尺度は、プリンシパルの目標と整合的であること

を仮定していた。しかし、民間企業においてさえ、会計利益が必ずしもプリンシパ

ルの目標と完全に整合する業績尺度とは言い切れない。また、民間部門においても

公共部門においても複数の業務や目標があれば、それらに対する努力配分をどのよ

                                                   
36         

       
 となる。 

37 本節の議論は、Feltham and Xie(1994)と同様である。また、特に佐藤(2009).pp.109-130

を参考にした。 
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うに決定するかという問題が残る。本研究においては、専門家は、自己の信念や価

値観に従って業績評価システムを策定すると仮定しているので、プリンシパルの目

標と整合していない可能性も十分に考えられよう。そこで、目標整合性が保証され

ない業績尺度を使用するケースを考える。 

ここでは、専門家は、業績評価システム ηh を作成する。プリンシパルは、そこか

らアウトプットされる、業績尺度 yth に基づきインセンティブ契約を締結する。Xt

は業績尺度には含まれない。yth は(2.15)、(2.16)式のように 2 期間で異なる。 

  
  
         

  
             (2.15) 

  
  
＝        

  
     

  
        (2.16) 

   と   は努力一単位あたりの業績パラメータであり、   は、平均をゼロ、分散   
 

とする正規分布に従う確率変数である。t 期の報酬        は             
  
 
  
とす

る。ただし 2.2.1 と同様に、業績パラメータを          ,   
  
  

  
  

 
と各期

間で等しいと仮定する。エイジェントの最適化問題は (2.17)式で与えられる。

                       は、リスクプレミアムである。 

    
               

          
  
 
  
     

  
  
  
 －     －         

  
 
  
  

  
  
  
  (2.17) 

                    ＝   
    

                     
    

  (2.18) 

 (2.17)式を eti (t,i=1,2)で微分して、一階条件を整理すると、   
    

  
       

    
 
  

  
 

 
  
    

  

    
  
       

    
  
 
 
  を得る。これら IC 条件となる。右肩の Ch は、コミッ

トメントできる時の目標整合性を保証できない業績尺度に基づいていることを表す。

IR 条件は等式で成立するので、二期間の報酬の期待値は、次式になる。 

 

                         

       
      

          
      

   

                   
      

      
      

               
      

      
      

        

     

(2.19) 

さらに、プリンシパルの二期間の期待利得を  とすると、これを最大化する問題は

(2.11)式になる。 
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   －      
  
    

    
  
 
  
 
 
        

  
    

          

    

(2.20) 

  は   と   の相関係数である。(2.20)を   で微分し、一階条件を整理すると、 

    ＝
                               

  
    

      
  (2.21) 

    ＝
                                

  
     

      
  (2.22) 

           が含まれているので、これを解くと、   の明示解を得る38。 

    
                    

                     
  

 (2.23) 

    
    

           
    

                   
                       

  
 (2.24) 

これらを(2.20)に代入していくと、目標整合性の保証されない業績尺度を利用した

ときの期待利得  を求めることができる。この期待利得を  と比較してみよう。 

ここで、         (精度が∞)であると仮定すると39、 

       
        

   
 
  

  
     

  
 
   

 
 

 (2.25) 

となる。目標整合的な業績尺度を用いた時には、精度を無限大にすればファースト

ベストと等しくなったが、ここでは       である。したがって、この差額が、

精度が∞である時に目標整合的な業績尺度を用いることの価値であると解釈できる。

    となるように業績パラメータを調整すれば、両者の期待利得は等しくなる40。 

                                                   
38  
      

     
   

    
     

     
      

     
    

      
      

      
              

    
    

   

           
    

           
    

     

 
39               

 とする。 
40 Feltham and Xie(1994)では、業績尺度が目標整合的ではなく、ノイズを含んでいても、

業績尺度相互間に相関がある場合には、複数の尺度を利用することで、期待利得を改善でき

ることを示している。したがって、公共部門においても複数の業績尺度を利用することは重

要であろう。しかし、先に述べたように、本研究では、複数の業績尺度の利用に向けた議論

は行わないこととする。 
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2.2.3. 努力の持続性を考慮しない業績尺度 

ここまでの議論では、長期的に効果の持続する努力     の持続性を加味した業績

尺度を用いていた。ここでは、これを無視し、ある期間の業績値として同一期間の

インプットのみが変換されるような業績評価システムを作成する場合を考えよう。 

かかる業績尺度は、2.2.2 節の目標整合性を保証しない業績尺度のバリエーション

の一つであると考えられる。また、2.2.1 節や 2.2.2 節の業績尺度を使用する方が、目

標整合性の観点で優れていることは言うまでもない。しかし、公共部門が、単年度

主義を採用していることに鑑みると、このような業績尺度は、各期の投入量がその

まま各期の業績に変換させられるという点で、現状に近いモデルと思われる。また、

実務的な簡便さや比較可能性の点で優れているという主張をすることも可能である。

そこで、本研究では、かかる業績尺度を用いた契約から得られる、プリンシパルの

期待利得をセカンドベスト解であると設定する。2.2.3 節では、かかる期待利得、も

しくは業績尺度は、先の 2つと比較してどのような性質があるのか考えていきたい。 

ここでは、専門家は、業績評価システム η0 を作成する。プリンシパルは、そこか

らアウトプットされる、業績尺度 yt0 に基づきインセンティブ契約を締結する。Xt

は業績尺度には含まれない。 

  
  
         

  
             (2.26) 

   と   は努力一単位あたりの業績パラメータであり、   は、平均をゼロ、分散   
 

とする正規分布に従う確率変数であり、努力から独立している。t 期の報酬        は

             
  
 
  
とする。エイジェントの最適化問題は(2.27)式で与えられる。

                       は、リスクプレミアムである。 

    
               

          
  
 
  
     

  
  
  
 －     －         

  
 
  
  

  
  
  
  (2.27) 

                    ＝   
    

                     
    

  (2.28) 

 (2.27)式を eti (t,i=1,2)で微分して、一階条件を整理すると、   
               

    

                  を得る。先の 2 つのケースと異なり、e12 の努力は、第 1 期のインセ

ンティブ係数と業績パラメータのみから引き出される。これが IC 条件となる。右肩

の C**は、コミットメントできる時のセカンドベストを表す。IR 条件は等式で成立

するので、二期間の報酬の期待値は、次式になる。 
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(2.29) 

さらに、プリンシパルの二期間の期待利得   を最大化する問題は(2.30)式になる。 

 

   
       

            
       

       
       

           
       

       
       

            
       

    

       
       

    －      
  
    

    
  
 
  
 
 
        

  
    

          

    

(2.30) 

  は   と   の相関係数である。  ≠0 であることは、二期間の業績に影響を与える、

何らかの共通要因が存在することを示す。(2.30)を   で微分し、一階条件を整理する

と、 

  
  
＝

                      
  
 
 
      

   
   

  
      

 
 (2.31) 

  
  
＝

                
  
 
 
      

   
   

  
      

 
 (2.32) 

           が含まれているので、これを解くと、   の明示解を得る。 

  
  
＝

  
  
                      

   
  
      

      
  
             

      

    
   

  
      

      
   

  
      

      
 
       

  (2.33) 

    ＝
                   

     
      

                                  

    
     

      
      

     
      

               
 (2.34) 

全てのパラメータが正の実数値であるとすると、   と   
   は、    で  の減尐関数

になる41。以上から、本研究におけるセカンドベストの期待利得   を導くことがで

きる。 

 ここで、先の 2 つのケースと同様に、各期間の業績パラメータが等しく

(                      )、     であると仮定すると42、 

                                                   
41

  
  
と   

   を 
 
で微分し、符号を調べればよい。 

42                
 
   とする。また、  との差異は次のようになる 
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 (2.35) 

となる。    であるような業績尺度を設定することが      の最小化条件である

が、         であるので、(2.35)式の分子の第 2 項は業績パラメータの設定の仕

方では改善不能な不整合性であると解釈できる。すなわち、このような業績尺度か

らは、業績パラメータの設定の仕方で改善可能なものと、改善不能なものの 2 種類

の不整合性が生じる。以上から、ファーストベストとセカンドベスト解について次

のような補題が得られる43。 

 

補題 1 

 各期間の専門家への報酬を無視でき (d=0)、業績パラメータが等しく(        

                                      )、かつ精度が∞でないとすれ

ば、  と   の差異の原因は 

      ＝(業績尺度の精度  + 業績パラメータの設定により改善可能な不整合性  + 

業績パラメータの設定では改善できない不整合性) 

に分解できる。 

 

 第 2 節では、基本モデルとして、もともと複数あるプリンシパルの目標を一元化

したものとして報酬契約に組み込んだ場合に生じる期待利得の明示解、もしくは明

示的なインセンティブ係数を導出した。そして、業績尺度のいくつかのバリエーシ

ョンを考えながら、本研究における期待利得のセカンドベスト解が、どのような性

質をもつものであるかを示した。次節では、公共部門において考えられうる設定を

追加しながら、エイジェントの努力水準およびプリンシパルの期待利得に対する影

響を考えていきたい。 

 

第 3 節 偏った業績評価システム 

前章で指摘したように、プリンシパルの目標は複数存在し、それらのうちのどれ

を重視するかは、専門家の信念や価値観に委ねられる。そこで、専門家が特定の目

                                                                                                                                                          
 
43 証明は省略する。 
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標に異常な執着を示し、偏った業績評価システムが作成されることも考えられよう。

本節では、そのような場合を考えていく。 

 

3.1. 本節における追加設定 

ここでは専門家が、次の特徴を持つと考える。すなわち、専門家が自己の信念に

より、特定の目標や特定の部門だけが評価される業績評価システムを選択してしま

う可能性があるとする44。かかる業績評価システムを ηk (k∈{1,2,3})として、アウト

プットされる業績尺度を   とする。ここでは、特定の業績パラメータ          をゼ

ロとすることで、偏った業績評価を表現する45。これは、 

   のとき                               (2.36) 

 
  のとき                                (2.37) 

   のとき                        (2.38) 

と設定されるとする。   は、平均をゼロ、分散   
 とする正規分布に従う確率変数で

ある。また、   は撹乱項であり、努力から独立している。便益関数は検証可能では

ないので、   に含まれない。 

 ただし、  は、実質的には業績尺度をアウトプットできていないので、本研究で

は除外されることになる。本研究の文脈でこのような業績評価システムが作成され

る場合としては、専門家が存在せず、プリンシパルとエイジェントの 2 者しかいな

いケースが考えられよう。本節では、まず  が作成された場合を考えていこう46。 

                                                   
44

 公共部門において、このように偏った業績評価システムを作成しようとする動機としては、

まず、何らかの政治的信念があることが挙げられるが、それ以外に、例えば次のようなこと

が考えられる。単年度主義を前提とすると、毎期の予算を使い切ることが翌期の予算獲得に

重要な意味を持つ。そこで、将来の効率性を高めるような目標については、(多くの市民にと

って利益になることが明らかであっても)評価できないような評価システムを構築したいと

考えるかもしれない。また、「(名目的な)改革」をアピールするためだけに、今まで行われて

きた目標を否定するような業績評価システムを作成するということも考えられる。もしくは、

単に業績評価システムを作成する能力が十分でないとも考えられる。例えば、日本公認会計

士協会(2003b)、財務省財政制度等審議会 (2006)が示すように、公共部門における財務

報告制度の整備や、その利用は始まったばかりであり、改善の余地も多い。このよ

うなことを踏まえると、専門家とはいえ、経験や知識にある程度偏りがあることは

やむを得ないのかもしれない。  
45

 特定の業績パラメータを負にすることで、特定の業務に対してペナルティを課す状況など

も考えられるが、本章では簡単化のため取り扱わない。  
46

 本節は Indjejikian and Nanda(1999)、佐藤(2009)に依拠している。 



32 

 

3.2. 偏った業績評価システムが採用されるケース  

考え方はセカンドベスト解を求めた時と同様である。エイジェントの最適化問題 

    
               

          
  
 
  
     

  
  
  
 －     －         

  
 
  
  

  
  
  
  (2.39) 

を eti (t,i=1,2)で微分して、一階条件を整理すると、IC 条件である、   
              

   

      
              

    を得る。右肩の C1 は、  におけるコミットメント契約であ

ることを表す。et2 に関する業績パラメータが 0 であるので、et2>0 の努力を引き出す

ことはできない。IR 条件は CE
A≧       であるので、エイジェントの報酬の期待値

は、次式である。 

                       

       
      

          
      

   

                   
      

      
      

               
      

      
      

             

(2.40) 

したがって、プリンシパルの二期間の期待価値    を最大化する式、 

   
       

            
      

      
      

          
      

      
      

           
      

   

       
      

   －      
  
    

    
  
 
  
 
 
        

  
    

              
(2.41) 

を   で微分して、一階条件を整理する。これを解くと、   
  の明示解である、 

  
  
  ＝

           
       

                     

    
      

       
       

      
 
        

         (2.42) 

を得る。  は   と   の相関係数である。  ≠0 であることは、二期間の業績に影響

を与える、何らかの共通要因が存在することを示す。 

各期のパラメータを同一(                 、      、      )とすると、

   
  は  の減尐関数になる47。ここまでから、次の命題が導かれる48。 

 

 

 

 

                                                   
47

 本節のここまで議論は、佐藤(2009)と同一である。佐藤(2009),p.95 を参照されたい。 
48 証明は Appendix 参照 
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命題 1 

(1)p=1 である場合の各期のパラメータを同一(                               

  )とすると、       になる条件は、 

 
 
    

     
  
   

 

   
    

 

である。ただし、       である。 

(2) 上記の仮定のもとで、      であれば、必ず、        が成り立つ。 

(3) 2.2 節 に お け る 各 期 の パ ラ メ ー タ を                         
  
    

          と設定したとき、       が成り立つ条件は、 

               
 であるとき、         

            
 であるとき、     

 
 
   

   
     

     

   
 または

   

   
    

     

   
   

 
   

 

命題 1 は、セカンドベスト解よりもさらに非効率な期待利得(サードベスト解)に均

衡する条件を示している。η1 の業績評価システムでは、一部引き出せない努力があ

るので、このことからサードベスト解に均衡するという潜在的な懸念がある。しか

し、これは必ずしも自明ではない。プリンシパルに「選択と集中」などと説明して、

業績パラメータを操作すれば、それを回避できるとも期待できるからである49。また、

η1 のアウトプットする業績尺度の精度を十分高くすればよい。ところが、命題 1 の

(2)(3)は、η1 がアウトプットする業績尺度の精度や業績パラメータと関係なくサード

ベスト解に均衡することを意味している。つまり、業績パラメータの設定では改善

できない不整合性が大きいのであろう。これより、極端に偏った業績評価システム

は、特定の状況を除き、プリンシパルの利益を損ねやすい50ことが示唆される。かか

る、業績評価システムが作成されるのは、プリンシパルが専門家の行動をコントロ

ールできないことから生じると考えられる。 

 

                                                   
49

   を十分大きくすればよい。  
50

    になれば、(3)が成り立ちにくくなるが、この時には(1)が常に成り立つ。   となれ

ば、(3)(A)が成り立ちやすくなる。 
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第 4 節 目標の時点間の不均一性 

本節では、目標の時点間の不均一性の特徴を導入しよう。前節までは専門家が一

人であるケースを考えてきた。この節では、二人の専門家のモデルを考える。両者

をそれぞれ、専門家 A、専門家 B とする。専門家 A は η1 を策定しようとし、専門家

B は η2 を策定しようとすると仮定する。ここでは、第二期の途中に、プリンシパル

による「選挙」が実施される。このうち「選挙」で選ばれた専門家が、業績評価シ

ステムの作成権を得て、プリンシパルの便益を最大化するような契約をエイジェン

トに提案することを考える。 

本研究では、第 1 期目には専門家 A が選出されていると考える。専門家 A が再度

選出される状態を s= 1 とし、プリンシパルが心変わりすることによって専門家 B が

選出される状態51を s= 0 とする。確率 p(ただし p∈{0,0<p<1,1})で s=1 となり、1－p

で s=0 になると考える。この p は契約締結と同時に外生的に与えられ52、第二期末の

業績評価には、業績評価システムがスイッチしたか否かの結果が反映されることに

なる。したがって、第一期の業績尺度が y11 であるとすると、第二期に支払われるエ

イジェントの報酬は、                            で表現される。 

また、状態の不確実性を表す s と業績尺度の不確実性を表す    は独立である。τ

は p の大きさに影響を与えない。以上のように、専門家の交代によって、重視する

目標が潜在的に不安定な状況を表現する。さらに、このスイッチングにはコスト53が

発生すると考え、このコストを とおく。図 2.2 は二期間の流れを示している。 

 

図 2.2 コミットメント二期間契約のタイムライン 

t=1 t=2 

                            η1 を

選択 

契 約

締結 

努 力

実行 

X1 が実現し、報酬

を支払う。 

努 力

実行 

選挙が実施され、

ηk を選択 

X2 が実現し、報酬

を支払う。 

 

p=1 となるケースでは、実質的に専門家が一人であることと変わらないため、前

                                                   
51

 政権交代が想起される。 
52 p が内生的に決まる変数であれば、より複雑な意思決定プロセスを組み込むことができ、

多くのインプリケーションが得られると期待される。しかし、本研究では、議論の簡便化の

ため、取り扱わない。 
53 システムの変更等、生じうる全てのコストが含まれる。 
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節と同じ結論が得られる。したがって、本節では p=0(専門家が必ず交代する場合)

と、0<p<1 の場合を考える。 

 

4.1. p=0 となるケース 

p=0 であれば、第二期に η1 から η2 へ必ずスイッチする。考え方は p=1 のとき、す

なわち、前節の専門家が一人である場合と同様である。このときには、常に s = 0 を

とる。エイジェントの最適化問題は、 

    
               

          
  
 
  
     

  
 
  
 －     －         

  
 
  
   

  
 
  
  (2.43) 

である。(2.43)を eti (t,i=1,2)で微分して、一階条件を整理すると、IC 条件である、

   
              

         
         

         を得る。このときは e22>0 の努力を引き

出すことができなくなる。右肩の C0 は p＝0 のケースであることを示す。また、IR

条件は CE
A≧       であるので、エイジェントの期待報酬は、p=1 のケースと同様

に、等号成立時に求められる。二期間の期待価値    を最大化する式 

   
       

            
      

      
      

          
      

      
      

           
      

   

       
      

   －      
  
    

    
  
 
  
 
 
        

  
    

             

   

(2.44) 

を   で微分して、一階条件を整理すると、(2.45)式を得る。 

  
  
  ＝

         
  
   

 
      

   
      

 
   

  
  ＝

         
  
   

 
      

 
  
      

  (2.45) 

これを解くと、   
      

   の明示解、 

 
  
  ＝

          
      

            
      

    
      

    
  
      

      
 
       

    
  
  ＝

          
      

                  

    
      

    
  
      

      
 
       

  (2.46) 

を得る。  は   と   の相関係数である。  ≠0 であることは、  とは異なる意味の、

何らかの共通要因が存在することを示す。  の符号に影響を受けることは、スイッ

チ前の業績尺度とスイッチ後の業績尺度の関係性の影響を受けていることを意味す

る。p=1 のケースと同様に、各期のパラメータが同一とすると、   
  、   

  は、  の減

尐関数となる。 
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ここまでから、次の 2 つの命題が導かれる54。 

 

命題 2 

各期の業績尺度を同一                                           とする

と、 ＝  で、       になる条件は、 

 
 
 
        

     

        
  または、 

        
     

        
     

ただし、  ＝          
        

 
                

      
 
       

  
 
        

  
 
 である。ま

た、       である。このとき、 

(1)r1>0 かつ r2>0 のとき、                        

(2)              かつ             のとき、              を満たさなければならな

い。 

ただし、  
 
    ＝

   
  

 
       

   
 
        

 
   

   
 
   

     
         

 
     

         
 
  

 

また、 

         
      

  
 
          

 
   

    
  

 
        

   
 
   

 または    
      

  
 
          

 
   

    
  

 
        

   
 
   

     

であれば、 ＝ で必ず、       になる。 

 

命題 2 は、p=0 であるときに、サードベストに均衡する条件を示している。専門

家の交代が起きたとしても、その交代が予め決定されている状況では、プリンシパ

ルの期待利得が常にセカンドベストより低い解に均衡することがある。 

        
    

    
  であるので、専門家は  と   を引き上げることで(B)の条件を

回避しようとするかも知れない。しかし、      に近づけば、この条件は      に

収束する。これらをどのように設定するかは、専門家 A と B の駆け引きであるが、

このことについては本章のモデルを越えるため、詳細には扱わないこととする。 

 

 

                                                   
54

 証明は Appendix 参照 
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命題 3 

p=0 及び 1 のケースで、限界生産性、   の分散、各期間の業績パラメータが同一であるとす

ると、最適なインセンティブ係数が変化せず、    で期待利得が等しくなる条件は、

(1) 
 
  

 
 かつ、(2)          となるときに限られる。 

 

命題 3 は、プリンシパルにとっては「名ばかり」の交代を意味している。特に    

であれば、単にスイッチングのためのコストを支払うだけになることは明らかであ

ろう。p=0,1 のケースで専門家の交代が意味をなすのは、業績評価システムに「変化」

がある時に限られると言える55。 

 

4.2. 0<p<1 となるケース 

 続いて、0<p<1 となるケースを考えよう。今までと同様にエイジェントの最適化

問題から考えよう。 

 
   

               
          

  
 
  
       

  
  
  
    －       

  
 
  
  －  

   －         
  
 
  
   

  
  
  
   －    

  
 
  
  

(2.47) 

                             
      

              ・       であるので、 

 

                      －         

                            
     

    
                  

     
    

                               
    

  

(2.48) 

となる56。 

                       であるとき、(2.47)を eti (t,i=1,2)で微分して、一階条件を

整理すると、 

                                                   
55

 業績評価システムの作成権を持つ専門家を、例えば「与党」と解釈すると、命題 3 は「名

ばかり」の政権交代が起こる条件と、市民が負担するコストを表すと考えられる。  
56

  

                      －         ＝                     －         
  

                      －          
  

(f.3) 

を計算すればよい。 
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(2.49) 

というように、最適な努力である   
  を得る。 

                    ＝  であるとき、(2.47)を eti (t,i=1,2)で微分して、一階条件を整

理すると、 

    
  
  

  
        

  
       

  
   

  
        

  
       

  
 
  

 (2.50) 

を得る。右肩の Cp は 0 < p< 1 のケースであることを示す。(1－p)>0 であるので、い

ずれの場合においても、選挙後に採用されるシステムによってエイジェントは報酬

を得られない可能性があるにも係わらず、インセンティブ係数が正であれば、2 つの

タスクに努力を投入する。すなわち、0<p<1 のケースにおいては、エイジェントが(結

果的に)無償で奉仕することもあり得る。p=0 もしくは 1 のときには、いずれかの努

力しか投入されない。 

本章では、これ以降は                   ＝ となる場合について考えていく。こ

のことは、第二期にいずれの努力を重点的に行ったとしても、エイジェントが受け

取る業績給は変わらないことを意味する。専門家が得る利得は、どの業績評価シス

テムを採用するかによって決まり、エイジェントに支払う報酬には無関心である。

したがって、かかる状況を保証する契約を提案することは、専門家にとって困難で

はない。 

そこで、(2.50)式を IC 条件とし、二期間の期待報酬の合計が   と等しくなるとき

を IR 条件とする。二期間の期待価値   を最大化するプリンシパルの問題は、次式

である。 

 

   
           

            
  
    

  
    

  
    

  
        

  
    

  
    

  
    

  
         

  
    

  
 

       
  
    

  
 －      

  
    

     
  
 
  
 
 
         

  
    

     

    
  
 
  
 
 
             

  
    

                     

(2.51) 

(2.51)を   で微分して、一階条件を整理すると、(2.52)式になる。 
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  ＝

           
  
   

 
             

  
   

 
       

   
      

 
    

  
  ＝

         
  
   

 
      

  
  
      

 
   

 
  
  ＝

         
  
   

 
      

      
  
      

  

(2.52) 

これを解くと、次の明示解を得る。 

  
  
  ＝

           
      

                           
 
    

    
      

     
  
      

       
 
       

          
 
              

 (2.53) 

  
  
  ＝

          
      

                  

    
      

     
  
      

       
 
       

          
 
              

 (2.54) 

  
  
  ＝

          
      

                  

    
      

     
  
      

       
 
       

          
 
              

 (2.55) 

最適なインセンティブ係数であるときには、分母はすべて同じで、かつ   
  
＝   

  
 と

なることがわかる。ここまでから、次の補題を得られる57。 

 

補題 2 

 
  
        

  
      ＝ を保証し、プリンシパルの期待利得を最大化するための業績パラメー

タの十分条件は、 

     
  
 
   

 
      

  
     

 

   
     

である。 

 

このケースにおいては、p の値によって業績パラメータの最適な比を決定することが

可能になる。 

最後に、命題 3 の「名ばかり」の交代のケースに基づき、p＝0,1 の状況と、0<p<1

の状況の違いが、プリンシパルの期待利得に与える影響を検討しよう。 

補題 2 より、0<p<1 の状況で「名ばかり」の交代が起こりうるのは、p=0.5 であると

                                                   
57

 証明は Appendix 参照。 
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きに限られる。また、このとき          であると仮定する。以上から、次の命

題を検討することができる58。 

 

命題 4 

 
  
        

  
      ＝ を 保 証 し 、 命 題 3 の 条 件                         

                       ＝   が成り立つ時、      の範囲で、   ＝        が

成り立つ。 

命題 4 は、専門家の「名ばかり」の交代が起こるとしても、その交代が不確実で

あり、尐なくとも                   ＝ を保証している条件下では、プリンシパル

の期待利得は改善することを示している。これは、エイジェントが、報酬が得られ

ない可能性があったとしても、努力を投入しているからである。また、エイジェン

トは、業績の不確実性にかかわるリスクと、専門家の変更による報酬の不確実性の

リスクの、2 種類のリスクを負っていた。                   ＝ の条件は、後者の

リスクをエイジェントに負わせないことを意味している。 

もっとも、現実には専門家の交代のためのコスト( )がゼロではないことや、専門

家の交代後すぐさま新規の業績評価システムが作成されないかもしれないことが重

要な意味を持つ。しかし、本章の仮定に基づいた、以上の結果は、プリンシパルの

能力に制約があり、かつそれを代行する専門家の行動をコントロールできない状況

において、業績評価システムを作成する専門家の交代の不確実性59が、エイジェント

から正の努力を引き出すために効果的であることを示している。 

 

4.3. 数値実験 

 では、ここまでの議論を具体的な数値を当てはめて確認していこう。 

 数値例                   2,      ＝    =1,      ＝    ＝ 1,  r＝ 0.01, 

        ,    ＝0,    ＝  ＝  ＝     ,   ＝  

〈最善解〉 

    
       

        
        

             

                                                   
58 証明は Appendix 参照。 

 
59

 p が外生的に与えられることに鑑みると、かかる作成権の交代は、プリンシパルの気まぐ

れとさえ言えるかもしれない。 
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〈次善解〉 

    ＝    ,     ＝    ,    
   ＝   

             
       

                    

 

〈p＝1 または 0 のとき〉 

    
  ＝   

  ＝   
  ＝   

  ＝         
      

            
      

         
            

   

   
         

            ＝   ＝      

 

〈0<p<1 のとき(ただし、このとき p=0.5 である。)〉 

   
  
＝          

  
＝   

  
＝          

  
           

  
       

  
           

  
 

          ＝        

 

0<p<1 のとき、確かにプリンシパルの期待利得が改善することが分かる。しかし、

このケースにおいては、インセンティブ係数をより大きくせねばならず、引き出せ

る努力も個別にみると弱まることもある。 

 

第 5 節 小括 

本章は、公共部門を舞台にして、多様な目標を持つプリンシパルが企てる資源配

分を調べようとした。このとき、自らの限界を補うため、外部の専門家に業績評価

システムの作成を委譲すると仮定した。そして、かかる仮定の下で作成された業績

評価システムで、インセンティブ契約を締結する際のエイジェントの行動特性を解

明しようとした。 

その結果、仮に専門家が一人しかおらず、当該専門家が特定の目標や部門に偏っ

た業績評価システムを作成することがある状況下において、プリンシパルが専門家

の行動をコントロールできなければ、プリンシパルの期待利得は、セカンドベスト

解よりもさらに低いサードベスト解に均衡することがあることが明らかになった

(命題 1)。次に、そのような専門家が二人存在し、交代で業績評価システムの作成権

をもつ場合にも、その交代が確実であることがあらかじめわかっているときには、

プリンシパルの期待利得はサードベスト解に均衡することがある(命題 2)。しかも、

交代にはコストがかかるため、その交代が何ら期待利得の改善をもたらさないとき

には、プリンシパルにスイッチングに関するコストのみを支払わせる状況を生み出
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すことがあることを示した(命題 3)。しかし、作成権の交代が不確実である時には、

エイジェントは、報酬が得られない可能性があったとしても、努力を投入すること

が明らかになった。また、業績給に対し一定の制約がある状況では、交代するか否

かが確実であるときよりも、プリンシパルの期待利得がファーストベスト解に近づ

くことを確認した(命題 4)。業績評価システムの作成者が交代することは、直観的に

は契約の非効率性を生じさせうる問題点としても指摘されることであるが、本章の

仮定の下では、むしろその他の問題点から生じる非効率性を緩和する可能性もある

ことがわかる。 
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Appendix 

命題 1 の証明 

                                  とおいて、         となる条件を

導く。 

     の時、         を求めるには(A.1)を、  について解けばよい。 

       
    

    
         

 
  

   
         

 
  
 

     (A.1) 

すると、(A.2)が得られる。 

    
 
    

     
  
   

 

      
  

         
 

   
     ただし、  ＝    

  
 

   
は漸近線である。  

(A.2) 

しかし、     より、(A.2)式の(2)は解ではない(命題 1(1))。 

   は、  の減尐関数であるため、     のとき、   ＝  が最大値である。そこで、

      であれば、       である(命題 1(2))。 

                                        と設定したとき、        

を  について解くと、 

          
 であるとき    

   

   
 
           

   

   
      (A.3) 

         
 であるとき    

   

   
 
         

   

   
     

     

   
  

または
   

   
     

     

   
       

   

   
      

(A.4) 

よって命題 1(3)も証明された。 

(証明了) 

 

命題 2 の証明 

                                         とおいて、         

となる条件を       の範囲で解けば良い。すると 
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を得る。 

ただし、  ＝          
        

 
                

      
 
       

  
 
        

  
 
 で

ある。 

(A.5) 

    
        

     
        

となるか、    
        

     
        

となれば、 (A.6) 

       で、         が成り立つことになるので、これを   について解くと 

       
      

   
            

  

     
      

    
       

 または、  
      

   
            

  

     
      

    
       

     (A.7) 

ただし、(A.6)が実数解を持つには、    でなければならない。そこで、  を   の関数

と考え、   で微分する。そして、一階条件を整理すると、 

    ＝
     

  
 
          

 
   

     
 
  

 
   

   
 
       

  (A.8) 

を得られる。これは、正であるので、  (    ＝ は解を持たない必要がある。そこで、

二次関数の判別式 D にあてはめ、D<0 となる r の範囲を求める。r>0 であるとすると、 

 

(1)r1>0 かつ r2>0 のとき、                        

(2)             かつ             のとき、               

 

ただし、  
 
    ＝

   
  

 
       

   
 
        

 
   

   
 
   

     
         

 
     

         
 
  

 

(A.9) 

を得られる。 

(証明了) 

 

命題 3 の証明 

                                         とおいて、   
      

   

     
      

    の連立方程式を  (>0)について解くと、 
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   ＝  

 
 

       
 
 

 
 

  (A.10) 

の解が得られる。期待利得が等しいのは、  ＝  の時である。 

(証明了) 

 

補題 2 の証明 

    
  
   

  
        

  
       

  
 
  
かつ 

  
  ＝ 

  
       (A.11) 

であるときに、 

  
  
        

  
      ＝  (A.12) 

となる   を求める。(A.12)式に、(A.11)式を代入すると、 

           
                

 ＝  (A.13) 

であるので、これを解くと、 

      
    

      

  
 (A.14) 

     であるため、補題 2 が成り立つ。 

(証明了) 

 

命題 4 の証明 

                                                  ＝    

           とおいて、       のもとで        となる条件を求める。このとき、 

     ＝
  

          
 (A.15) 

であるので、     とおき、 

  
     

    
                                                 

                         
   (A.16) 

となる条件を求める。   、   と仮定して、これを について解くと、 
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     (A.17) 

 
ただし、     

 

 
     

            

 
    

            

 
 

は漸近線である。 

(A.18) 

次に、(A.17)式が、      のもとで成り立つ R(＞0)を求める。(A.19)式を R について

解けばよい。 

  
            

 
   かつ

            

 
   (A.19) 

これを解くと、 

        (A.20) 

を得られるが、R>0 であるため、      のもとで        となる。 

(証明了) 
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第 3 章 結論と今後の課題

第 1 節 結論 

本研究は、検証可能な公会計情報を利用したとしても、公共部門特有の困難さか

らインセンティブ契約を締結する際に非効率性が生じうることを契約理論を用いて

検証し、一方で、一定の条件のもとでは、公共部門特有のガバナンス構造により、

この非効率性は緩和されうることを解明しようとした。このようなアプローチを用

いることの理由は、基本的には NPM の観点から説明可能であるが、財務報告の目的

の観点からも説明できる。 

具体的には、市民をプリンシパル、公務員をエイジェント、2 人の代議士を専門家

とした、4 者 2 期間モデルにおいて、「プリンシパルが支持する専門家が、第 2 期目

に一定の確率で変更される」と設定することによって、起こり得る政権交代の性質、

その際にエイジェントから引き出せる努力水準、およびその時に実現するプリンシ

パルの期待効用の大きさを検討した。 

その結果、仮に当該専門家が、特定の目標や部門に偏った業績評価システムを作

成することがあり、それをプリンシパルがコントロールできなければ、プリンシパ

ル全体の期待利得はサードベスト解に均衡することがある。さらにそれは、アウト

プットされる業績尺度に依らず起こりうることが明らかになった。また、作成権の

交代が不確実である時には、エイジェントは、報酬が得られない可能性があったと

しても、努力を投入することが明らかになった。さらに、業績給に対し一定の制約

がある状況では、交代するか否かが確実であるときよりも、プリンシパルの期待利

得がファーストベスト解に近づくことを確認した。 

本研究のようなモデルを用いることで、営利企業以外の組織、特に中央政府や地

方自治体において公務員（行政担当者）と市民の間にインセンティブ契約が締結さ

れるときに、どのような問題が起こりうるのか、もしくはどのような特徴があるの

かを、理論的に考察することが可能になってくると期待できる。昨今、公会計制度

は次第に整備されつつある60。それによって、より多くの検証可能を業績情報を入手

できるようになるかもしれない。しかし、本研究の結果は、公共部門においては、

                                                   
60

 財務省財政制度等審議会 (2003),(2006)などを参照されたい。  
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それだけでは不十分であることを示している。さらに、公共部門の会計制度は、政

策として整備される側面も見受けられるため、本研究で仮定したような状況にも陥

りやすくなるかもしれない。かかる状況下では、業績給に対する制約条件と、政権

交代に関する不確実性が、公務員の努力の動機付けに良い影響をもたらしうる。さ

らに、市民が得る期待利得も改善する。 

 

第 2 節 今後の課題 

本研究には、いくつかの課題が残されている。最後に、重要と思われるそのうち

の 4 つを述べる。 

第一に、本研究とは逆に η2 から η1 へ移行するコミットメント契約においても同じ

結果が得られるのかを確認することである。このときには、効果が持続する努力を

第一期目に投入できるため、評価システムが変更されるとすれば、それによって 1

期目に投入される努力量は変化するであろう。 

第二に、コミットメントできない場合を議論することである。二期間モデルを使

用する本質的な意義は、二期目の報酬契約の決定方法について、コミットメントで

きる場合とできない場合の二つのアプローチを論議できる点にある。したがって、

かかる議論は不可欠であろう。例えば Fudenberg and Tirole(1990)、Christensen, Feltham 

and Sabac(2003)および Gigler and Hemmer(2004)などは、第二期目に再交渉が必要とな

るすべての契約について、再交渉時点で最適なペイオフをもたらす当初契約を結べ

ば、一般性を失うことなく最適な再交渉不要契約を締結できることを利用して、モ

デルを展開している。そこで、これらを公共部門に忚用して検討することが考えら

れよう。これにより、例えば民間の人材を公共部門に登用する時の報酬契約につい

てより精緻な議論ができる。 

そして、本研究では、作成権の交代は、一人のプリンシパルの「気まぐれな」心

変わりによって引き起こされたが、かかる設定が常に適切であるとは限らない。そ

こで、第三に、第 1 期のエイジェントの業績に基づいて、第 2 期にプリンシパルが

エイジェントを交代させる場合が考えられる。また、それに付随して、第四に、こ

の交代が複数のプリンシパルによるゲーム的状況から生じる場合について議論する

ことが必要であろう。これらによって、公共部門における業績評価システムの作成

過程に、より複雑な政治的プロセスを導入することが可能になると期待される。 
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